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１．研究開発プロジェクト名 

スポーツ参加の促進要因の探索と支援政策の評価研究 － 国・自治体・個人レベルの重層

的アプローチ 
 

２．研究開発実施の具体的内容 

 

２‐１．研究開発目標 

Ａ.スポーツ振興関連要因の見える化 

・50以上の市町村からのスポーツ振興施策に関するデータ収集・データベース構築 
・スポーツ振興における地域関連要因の分析で関連する10以上の要因を特定 
・見える化システムの開発と市町村へのデータのフィードバック 
・自治体との共同研究会への30以上の市町村の参加 
・10以上のGood Practice市町村や小地域の特定 
・高齢者等、多様な主体によるスポーツ参加の向上に向けたスポーツ振興施策等への活用 
 

Ｂ．公園・スタジアム等のスポーツ促進効果の検証 

・縦断データの構築 
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・縦断データに基づく公園やスタジアムの健康効果の分析結果の社会還元 
・スタジアム・アリーナの設置に関する政策の改善に向けた提言 
・プロスポーツチーム・市民によるスタジアム活用の推進政策の提言 

Ｃ．アプリを活用した行動変容 

・アプリのランダム化比較試験の実施 
・アプリを介した行動変容アプローチの効果の実証 
・自治体等との連携を通じたアプリ利用者の増加および高齢者の社会参加促進 
 

２‐２．実施内容・結果 

（１）スケジュール 

研究開発の実施項目 2022年度 
（6ヵ月） 

2023年度 
（12ヵ月） 

2024年度 
（12ヵ月） 

2025年度 
（12ヵ月） 

＜スポーツ振興関連要因の見える化＞ 

・データ収集・データ分析 

・スポーツ振興関連要因の見える化 

・自治体との共同研究会・Good Practice

の収集 

・研究成果の公表（連携先機関への情報

提供、学会、論文等） 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

＜公園・スタジアム等のスポーツ促進効

果の検証＞ 

・縦断データ構築 

・データ分析 

・研究成果の公表（連携先機関への情報

提供、学会、論文等） 

 

 

 

 

 

 

 

＜アプリを活用した行動変容＞ 

・研究参加者リクルート・介入 

・データ分析 

・研究成果の公表（連携先機関への情報

提供、学会、論文等） 

 

 

 

 

 

 

 

（２）各実施内容 

当該年度の到達点① 

（目標）自治体や個人の運動・スポーツ促進要因に関するエビデンスを創出する。 
実施項目①-1：高齢者の運動・スポーツを促進する要因の特定（研究開発A, B） 
実施内容： 日本の65歳以上高齢者の大規模コホートである日本老年学的評価研究

（JAGES）データを活用し、高齢者個人のスポーツ実践や観戦、ボランティア等に関す

る分析を行った。 
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期間：令和6年4月～令和7年3月 
実施者：近藤克則（千葉大学・特任教授）、辻大士（筑波大学・助教）、金森悟（帝

京大学・准教授） 
対象：全国約70市町村の地域在住高齢者約30万人 
 
実施項目①-2：スポーツ振興における地域要因の特定（研究開発A, B） 
実施内容： JAGESデータを活用した多市町村比較を通じて明らかになったGood 
Practice自治体にヒアリングを実施した。ヒアリング結果を踏まえ、自治体向けセミナ

ーを開催した。 
期間：令和6年4月～令和7年3月 
実施者：近藤克則（千葉大学・特任教授）、辻大士（筑波大学・助教）、金森悟（帝

京大学・准教授） 
対象：市町村 
 
実施項目①-3：スポーツ政策の評価に資するデータ収集の基盤構築に向けた検討 
実施内容：スポーツ政策の評価に資するデータを収集するための基盤構築に向けた協

議を行った。 
期間：令和5年4月～令和6年3月 
実施者：近藤克則（千葉大学・特任教授）、辻大士（筑波大学・助教）、金森悟（帝

京大学・講師） 
対象：スポーツ庁 
 
当該年度の到達点② 

（目標）eスポーツの実施による心身の健康への影響を検証する。 
実施項目②-1：クラスターランダム化比較試験の実施（研究開発C） 
実施内容：老人クラブの会員を対象に、eスポーツ体験がウェルビーイングにもたらす

影響を検証するクラスターランダム化比較試験を実施した。また、地域の通いの場に

参加している高齢者およびサービス付き高齢者向け住宅の入居者を対象に、eスポーツ

への参加が高齢者のウェルビーイングや健康に与える影響を検証することを目的とし

た質的研究を行った。 
期間：令和6年4月～令和7年3月 
実施者：近藤克則（千葉大学・特任教授） 
対象：千葉市老人クラブ約150人、通いの場に参加している高齢者10名、サービス付き

高齢者住宅に入居している高齢者5名 
 
実施項目②-2：eスポーツを支える人材への影響の検証（研究開発C） 
実施内容：インターネット調査会社の全国モニター登録者および、eスポーツボランテ

ィア経験のある者を対象に、eスポーツへの関与に関するインターネットおよび郵送に

よるアンケート調査を行った。eスポーツボランティアの実態を明らかにするととも

に、どのような人がeスポーツに関与しているのかを明らかにする。 
期間：令和6年4月～令和7年3月 
実施者：近藤克則（千葉大学・特任教授） 
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対象：インターネット調査会社の全国モニター登録者 
 
当該年度の到達点③ 

（目標）女子サッカーチーム新スタジアム建設によるまちづくりの効果検証への取組

を検討する。 
実施項目③-1：ベースライン調査の準備（研究開発A） 
実施内容：令和7年度建設予定の新スタジアムの効果検証を実施するため、スタジアム

建設予定地にてベースライン調査を実施した。対象者の基本属性やスポーツ実施、

スポーツ観戦頻度などを調査した。 
期間：令和6年4月～令和7年3月 
実施者：近藤克則（千葉大学・特任教授） 
対象：地域住民2,400人 

 
（３）成果 

当該年度の到達点① 

（目標）自治体や個人の運動・スポーツ促進要因に関するエビデンスを創出する。 
実施項目①-1：高齢者の運動・スポーツを促進する要因の特定（研究開発A, B） 
成果： 
スポーツへの参加（「する」「みる」「ささえる」）が、健康寿命の延伸やウェルビ

ーイング（幸福度）の向上（最終アウトカム）に寄与するメカニズムの可視化を試み

た。JAGESのスポーツに関する既存の知見を収集し、スポーツ参加に至る環境的・個

人的要因、参加による行動・意識の変化、その後の心身の健康への効果、そして最終

アウトカムに至るまでの経路を整理し、ロジックモデルとしてまとめた（図1）。 
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図 1 スポーツの会参加から健康・Well-beingに至るロジックモデル 

 

実施項目①-2：スポーツ振興における地域要因の特定（研究開発A, B） 

成果： 

１）parkrun合同セミナー（千葉大学） 

日時：令和6年11月22日（金）10:00～12:00 
参加者数：約20名 
parkrun主催者との合同セミナーを開催した。parkrunは、イギリス発祥の無料で参加で

きる週末のランニングイベントで、5キロのコースを歩いたり走ったりしながら、健康

促進と地域住民の交流を目的とした活動で、現在は世界中で定期的に開催されてい

る。研究者、parkrun関係者ら計約20名が参加した。parkrun CEOのRus Jefferys氏、およ

びparkrun Japanの岡田智麻希氏より、parkrunの活動理念や活動実績、実証研究の成果な

どが発表された。続いて、近藤克則 研究代表が、スポーツがもたらすウェルビーイン

グ向上やコミュニティ活性化といった効果について、エビデンスを交えて解説した。

さらに、今後の地域スポーツ振興に向けたparkrunの普及、およびその効果評価に関す

る共同研究実施の可能性などについて意見交換した。 
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図 2 parkrun合同セミナーの様子 

 

 

２）スポーツ×健康×まちづくりセミナー 

令和5年度から6年度にかけて実施した自治体ヒアリングの結果を踏まえ、自治体のス

ポーツ推進担当部局と健康増進・介護予防担当部局との連携を促進し、スポーツを通

じた健康まちづくりの推進を目的としたセミナー・ワークショップを企画した。 
セミナーでは、スポーツを基軸とした多部門連携の好事例や実践的手法の共有を目的

とした。ワークショップでは、スポーツ推進担当部局と健康増進・介護予防担当部局
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の職員一緒に参加してもらい、自治体の課題についてディスカッションする機会とし

た。 

【第1回】オンラインセミナー（Zoom開催） 

日時：令和6年12月5日（火）10:00～12:00 
参加者数：約70名（14自治体） 
プログラム内容： 
基調講演「スポーツを活用した健康なまちづくり－多部門連携の重要性と意義」 
近藤克則 
実践事例紹介 
② 「他部門によるスポーツ・運動推進の取り組み」柏市 
②「誰でも気軽に参加できる－parkrunの魅力」 
一般社団法人parkrun Japan 岡田智麻希 氏 
③「新しいスポーツと健康－健康ゲーム（高齢者向けeスポーツ）の導入とその効果」 
西東京市 
ご挨拶：スポーツ庁 健康スポーツ課長 

 

図 3 オンラインセミナーの様子 
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【第2回】ワークショップ（Zoom開催・ブレイクアウトルーム活用） 

日時：令和6年12月19日（木）10:00～12:00 
参加自治体：4市町 
主な議題： 
① 健康無関心層に対するアプローチ 
② 全庁的な健康づくり推進、歩行促進施策 
③ 小地域レベルでのスポーツ関連指標の見える化、身体活動支援環境の整備、e ス

ポーツの導入 
④ parkurn の導入、全庁的な運動促進 
開催後に実施したアンケート結果は以下のとおりである。 

 

表１ スポーツ×健康×まちづくりセミナーのアンケート結果 

項目 【第1回】オンラインセミナー 

（回答数：20） 

【第2回】ワークショップ 

（回答数：10） 

全体の満足度 大変満足：30％ 
満足：70％ 

大変満足：50％ 
満足：50％ 

期待に沿う内容だったか 大変満足：30％ 
満足：60％ 
普通：10％ 

大変満足：60％ 
満足：40％ 

時間配分の評価 適切：65％ 
やや長い：30％ 
長すぎた：5％ 

どちらでもない：80％ 
やや短い：20％ 

多部門連携の参考になった

か 
非常に参考になった：25％ 
参考になった：70％ 
どちらでもない：5％ 

非常に参考になった：50％ 
参考になった：30％ 
どちらでもない：20％ 

 

3）青森県自治体ワークショップ 

JAGESに参加している青森県の2市町の職員を対象に、住民の歩行・運動の促進を通じ

て身体活動量を向上させ、健康増進を図ることを目的としたオンライン・ワークショ

ップを開催した。ワークショップは以下の2回にわたって実施された。 
・第1回：2024年12月25日（水）10:00～12:00 
・第2回：2025年2月4日（火）10:00～12:00 
各回では以下の内容について実施した。 

1）ウォーキング事業の好事例や自治体の取組・課題の共有 
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2）ビジネスモデルキャンバスを活用したウォーキング事業の見直し 
3）スポーツ庁による「運動・スポーツ習慣化促進事業」への応募検討 

 

【第１回】ワークショップ（Zoom開催） 

第1回ワークショップには、2市町の介護予防担当部局、健康担当部局等から4名、研究

者6名の計10名が参加した。 
まず、研究者よりJAGES調査データおよび公開データに基づく青森県の運動・スポー

ツに関する現状を紹介した。続いて、各市町から現在取り組んでいるウォーキング事

業の概要と課題の発表があり、全参加者での意見交換を行った。その後、研究者が他

自治体の好事例とともに、ビジネスモデルキャンバスを用いた事業見直しの手法を紹

介し、第2回ワークショップまでの間に各市町でビジネスモデルキャンバスを活用した

見直し案の作成、及びスポーツ庁の事業応募検討を進めることを依頼した。 

 

【第２回】ワークショップ（Zoom開催） 

第2回ワークショップには、2市町の介護予防担当部局、健康担当部局等から6名、研究

者3名の計9名が参加した。各市町より、ビジネスモデルキャンバスを活用した事業案

の見直し結果および、スポーツ庁の「運動・スポーツ習慣化促進事業」応募に向けた

検討内容が発表された。その後、見直し案のブラッシュアップと応募に向けた意見交

換が行われた。最終的に、今後も本ワークショップで得た知見を活かして継続的に事

業を改善していくこと等を確認した。 
 

実施項目①-3：スポーツ政策の評価に資するデータ収集の基盤構築に向けた検討 
成果： 
スポーツ政策の評価に資するデータの収集方法についてスポーツ庁と検討する場を設

けた。個人を経年的に追跡する縦断データ構築や市町村単位の状況が把握できる粒度

のデータ収集等の重要性を共有した。研究開発期間内での実現は困難なため、現在研

究者が保有している縦断データを活用し、スポーツ庁の重点政策に資するエビデンス

の創出を目指していくこととした。 
 
当該年度の到達点② 

（目標）eスポーツの実施による心身の健康への影響を検証する。 
実施項目②-1：クラスターランダム化比較試験の実施（研究開発C） 
成果： 
老人クラブの会員を対象に、eスポーツ体験がウェルビーイングに与える影響を検証す

るため、クラスターランダム化比較試験（Cluster Randomized Controlled Trial: CRCT）
を実施した。千葉市内の12の老人クラブを無作為に介入群（6クラブ）と対照群（6ク
ラブ）に割り付けた。介入群には、毎週2時間（準備運動10分、ゲームプレイ110分）

の対戦型テレビゲームを用いたeスポーツプログラムを提供した。対照群は通常のクラ
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ブ活動を継続した。主要評価項目は、Ikigai-9質問票を用いた「生きがい」の変化とし

た。 
また、地域の「通いの場」に参加している高齢者やサービス付き高齢者向け住宅の入

居者を対象に、eスポーツ参加がウェルビーイングや健康に与える影響について質的研

究も行った。 
CRCTには合計106名（介入群53名、対照群53名）が参加登録し、追跡評価を完了した

のは介入群48名（90.6%）、対照群51名（96.2%）であった。線形混合モデルを用いた

主要分析の結果、介入による生きがいへの有意な効果は認められなかったが、サブグ

ループ分析では、ベースラインの社会参加度が低い高齢者において生きがいの向上が

認められた。この結果は、特に社会的なつながりが少ない高齢者に対して、eスポーツ

が「生きがい」を高める介入となる可能性を示唆している。現在、国際誌に投稿中で

ある。 
実施項目②-2：eスポーツを支える人材への影響の検証（研究開発C） 
成果： 
「ささえるスポーツ」として、大規模インターネット調査を実施し、全国から16,000名
の有効回答を得た。そのうち、過去1年間にスポーツボランティア活動に関与していた

者は444名（平均年齢47.8歳、男性302名、女性142名）であり、年代別の傾向や活動内

容、動機等に関するデータを取得した。 
「ささえるeスポーツ」においては、日本アクティビティ協会および熊本eスポーツ協会

の協力のもと、eスポーツに関するボランティア活動状況について、現在までに6名（男

性3名、女性3名）からデータを収集した。 
また、自治体における新たな通いの場や介護予防の取り組みとしてeスポーツを活用す

ることを目的に、「自治体向けeスポーツ導入の手引き」を作成した。本手引きは、日

本アクティビティ協会および日本eスポーツ連合の監修を受け、著作権や用語解説、機

器選定のポイント、運営体制の構築方法など、現場の実践に役立つ内容を網羅してお

り、自治体にとって導入のハードルを下げる実用的な資料として活用が期待される。 
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図 4 自治体向けeスポーツ導入の手引きの表紙と巻頭言 

 
当該年度の到達点③ 

（目標）女子サッカーチーム新スタジアム建設によるまちづくりの効果検証への取組

を検討する。 
実施項目③-1：ベースライン調査の準備（研究開発A） 
成果： 
調査実施に先立ち、検証仮説に基づくロジックモデルを作成した（図5）。このロジッ

クモデルに沿って、調査票は主に以下の項目を含むよう設計した。 
 
• 人口統計学的要因（性別、年齢、学歴、就労状況等） 
• ウェルビーイング 
• ソーシャルキャピタル 
• 女子サッカーチームの認知度 
• スポーツ実施頻度 など 
2024年12月9日～2025年1月31日にかけて、スタジアム建設予定地域在住の20歳以上80
歳未満の住民を対象に自記式郵送調査を実施した。配布数は以下のとおりである。 
• モデル地区（スタジアム建設地区）：1,200票（新スタジアム建設予定エリア） 
• 非モデル地区（その他12小学校区）：1,200票 
年齢層ごとに均等に配布（例：20代200票、30代200票など）した。調査票の回収数は

723票（回収率：30.1％）であった。①80歳以上（n=4）、②ID破損（n=3）、③研究非

同意（n=19）、分析に使用した変数の欠測（n=193）を除外し、最終的な分析対象者は

504名であった。 
表1には分析対象者の基本属性を、モデル地区と非モデル地区に分けて記述した。いず
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れの地区も女性、現役世代、家族との同居者が多数を占め、河内長野市の平均在住年

数は24年以上であった。モデル地区の特徴として、非モデル地区に比べて女性、前期

高齢者、等価所得200万円未満、就労をリアタイした者の割合が高かった。検証仮説ロ

ジックモデルに沿って、以下の3段階のアウトカムを設定し、変数の集計を行った。

Short-term outcomesの「女子サッカーチームの認知度」において、モデル地区では「知

っている」と回答した割合が非モデル地区よりも高く、統計的に有意な差が認められ

た。



社会技術研究開発 
「科学技術イノベーション政策のための科学研究開発 プログラム」 
令和６年度「スポーツ参加の促進要因の探索と支援政策の評価研究  

－ 国・自治体・個人レベルの重層的アプローチ」 
研究開発プロジェクト年次報告書 

 
 

14 

 

分析対象者の特徴 
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（４）当該年度の成果の総括・次年度に向けた課題 

当該年度の研究開発は、概ね計画通りに進捗している。各研究開発目標における進捗状

況は以下の通りである。 

• スポーツ振興関連要因の見える化 

データ収集および分析、自治体との共同研究会の実施、Good Practiceの収集など、当初

計画していた項目は順調に進んでいる。特に、自治体向けセミナー・ワークショップ

は、スポーツ担当部局と健康増進・介護予防担当部局の連携を促進する上で、参加自

治体から高い評価を得ており、今後も継続を予定している。 

• 公園・スタジアム等のスポーツ促進効果の検証 

縦断データの構築および分析は、計画通りに進捗している。河内長野市の新スタジア

ム建設に伴うまちづくりの効果検証のためのベースライン調査も完了し、次年度以降

の縦断的な分析に向けた準備が整った。 

• アプリを活用した行動変容 

eスポーツを活用した高齢者の行動変容に関するクラスターランダム化比較試験は、デ

ータ収集および分析が完了した。また、「自治体向けeスポーツ導入の手引き」の作成

が概ね完了した。 
当該年度に明らかになった次年度に向けての課題は以下の通りである。 

• スポーツ政策の評価に資するデータ基盤の構築 

スポーツ庁との協議を加速させ、スポーツ政策の推進に資するエビデンスを創出して

いくと同時に、データ基盤の構築についても継続的に検討していく。 
 

２‐３．会議等の活動 

年月日 名称 場所 概要 

2024年4月24
日 

第16回定例会 オンライン R6 年度計画の確認・共有 

2024 年 5 月 8
日 

第17回定例会 オンライン 自治体ヒアリングの検討 

2024年6月26
日 

第18回定例会 オンライン 自治体ヒアリングの結果共有 

2024年7月24
日 

第19回定例会 オンライン 研究計画の進捗、自治体ヒアリング

結果を踏まえたワークショップの企

画検討 
2024年8月28
日 

第20回定例会 オンライン eスポーツ導入の進捗報告、セミナー

の検討 
2024年9月25
日 

第21回定例会 オンライン スポーツ健康まちづくりセミナー準

備、自治体での連携ワークショップ
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企画の計画 

2024 年 10 月

23日 
第22回定例会 オンライン 進捗・成果の中間取りまとめ 

2024 年 11 月

27日 
第23回定例会 オンライン 自治体向けワークショップ企画の具

体化 
2024年1月15
日 

スポーツ庁打ち合

わせ① 
オンライン 研究成果の事前共有 

2025年1月22
日 

第24回定例会 オンライン 研究成果と今後の方向性の共有 

2025年2月18
日 

スポーツ庁打ち合

わせ② 
オンライン 既存データの分析計画の立案 

2025年2月26
日 

第25回定例会 オンライン 学会シンポジウムの企画 

2025年3月26
日 

第26回定例会 オンライン 研究成果の整理と出口戦略の検討 

※第 24 回はスポーツ庁との共催 
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３．研究開発成果の活用・展開に向けた状況 

自治体におけるスポーツ振興の支援 

セミナー・ワークショップを通じて、スポーツを通じた健康まちづくりに関する具体的な

支援を提供してきた。特に、スポーツ推進担当部局と健康増進・介護予防担当部局の連携

を促進する多部門連携の重要性や、地域の実情に応じたスポーツ振興策の設計に関する知

見は、参加自治体において計画策定や事業実施の参考にされている。 
高齢者向けeスポーツ導入の手引きは、出版に際してオンラインセミナーを開催し、広く自

治体に周知していく。この手引きは、高齢者の新たな通いの場づくりや介護予防プログラ

ムとしてのeスポーツ導入を具体的に支援するものであり、複数の自治体で試行導入や導入

検討が進んでいる。導入に当たっては、機器選定、運営体制、法的配慮、効果測定など、

実践的な情報を提供している。 

地域におけるスポーツ活動への展開 

スポーツ×健康×まちづくりセミナーで紹介したparkrunについては、3市町で導入に向け

た具体的な動きが出ている。これは、地域住民の健康増進と交流を促進するparkrunの理念

が、自治体のニーズと合致した結果と言える。今後は、導入後の効果測定や、他の地域へ

の普及支援も検討していく。 

政策提言 

スポーツ庁との連携を密に進め、既存データを活用した分析を通じて、スポーツ政策推進

に資するエビデンス創出に取り組んでいる。具体的には、スポーツを通じた健康経営やス

ポーツによる職業性ストレスの低減などの仮説を検証する。 
研究成果の普及 

論文発表や学会発表、セミナー、プレスリリース等を通じて、研究成果を社会に発信して

いる。特に、査読付き論文は、研究分野におけるエビデンスとして、国内外の研究者や政

策担当者から参照されることが期待される。特に、ラジオ体操に関する研究成果は、多く

のメディアで報道され、高齢者の健康増進への関心を喚起した。 
 

４．研究開発実施体制 

（１）研究代表・「アプリを活用した行動変容」グループ 

近藤克則 千葉大学予防医学センター特任教授 
実施項目②-1：クラスターランダム化比較試験の実施 
実施内容：昨年度収集したデータをもとに中間解析を行い、必要に応じて研究参加者の追

加のリクルートを行う。老人クラブのコンテンツの一部にeスポーツを導入し、クラスター

ランダム化比較試験によってその効果を検証する。 
実施項目②-2：eスポーツを支える人材への影響の検証 
実施内容：eスポーツを通じて高齢者の健康と交流の支援を目的としたスポーツ健康指導士
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の講座を受講した大学生に、老人クラブのeスポーツの運営に携わってもらい、eスポーツ

の支援を通じて得られる影響を、アンケート調査及びインタビューによって検証する。 

 

（２）「スポーツ振興関連要因の見える化」グループ（金森悟） 

金森悟 帝京大学大学院公衆衛生学研究科准教授 
実施項目①-1：高齢者の運動・スポーツを促進する要因の特定 
実施内容： JAGESデータを活用し、高齢者個人のスポーツ振興の要因分析を行う。具体

的には、1)縦断データに基づく運動・スポーツ実施の促進要因（千葉大学）、2)スポーツ

観戦（筑波大学）や3)スポーツボランティア（千葉大学）が健康やウェルビーイングに与

える包括的な影響の検証、4)体操が健康に及ぼす影響の検証（帝京大学）などを行う。そ

の結果を学会や論文を通じて報告する。 
実施項目①-2：スポーツ振興における地域要因の特定 
実施内容： JAGESデータ等を活用し、市町村レベル等の高齢者のスポーツ振興の要因分

析や地方スポーツ推進計画策定によるスポーツ推進の効果を検証する。昨年度に引き続

き、市町村比較によって明らかになったGood Practiceの自治体にヒアリングを行い、スポ

ーツの振興の要因を定性的に明らかにする。 
実施項目①-3：スポーツ政策の評価に資するデータ収集の基盤構築に向けた検討 
実施内容：過年度のスポーツ庁との議論を踏まえ、スポーツ政策の評価に資するデータを

収集するための基盤をどのように構築するか協議を行う。「スポーツの実施状況等に関す

る世論調査」のデータを活用したスポーツ振興の見える化に取り組む。3大学が集まる定

例会にて実施する。 

 

（３）「公園・スタジアム等のスポーツ促進効果の検証」グループ 

辻大士 筑波大学体育系助教 
実施項目③-1：ベースライン調査の実施 
実施内容：令和7年度建設予定の新スタジアムの効果検証を実施するため、河内長野市の

協力のもと、ベースライン調査の実施を検討する。対象者の基本属性やスポーツ実施、ス

ポーツ観戦頻度、スタジアム観戦に対する支払意思額（Willingness to Pay）などを調査す

る。筑波大学と千葉大学が調査票の設計を行う。 
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５．研究開発実施者 

研究代表・「アプリを活用した行動変容」グループ（リーダー氏名：近藤克則） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 
 

 

近藤克則 コンドウ カツノリ 千葉大学 予防医学センター 特任教授  

中込敦士 ナカゴミ アツシ 千葉大学 予防医学センター 准教授  

井手一茂 イデ カズシゲ 千葉大学 予防医学センター 特任助教  

河口謙二郎 カワグチ ケンジロウ 千葉大学 予防医学センター 特任助教  

阿部紀之 アベ ノリユキ 千葉大学 予防医学センター 特任研究員  

LINGLING リンリン 千葉大学 予防医学センター 特任研究員  

渡部桃佳 ワタナベ モモカ 千葉大学 医学薬学府 修士課程  

 
「スポーツ振興関連要因の見える化」グループ（リーダー氏名：金森悟） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 
 

 

金森悟 カナモリ サトル 帝京大学 公衆衛生学研究科 准教授  

 
「公園・スタジアム等のスポーツ促進効果の検証」グループ（リーダー氏名：辻大士） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 
 

 

辻大士 ツジ タイシ 筑波大学 体育系 助教  
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６．研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

６－１．シンポジウム等 

年月日 名称 主催者 場所 参加

人数 
概要 

2024年

12月5日 

スポーツ×健康×まちづく

りセミナー 

千葉大学 オンライン 69人 スポーツを通じた健康まちづくり

の最新動向や先進事例を紹介。ス

ポーツ推進担当部局と健康増進・

介護予防担当部局の連携の重要

性、地域資源の活用、多世代交流

の促進などについて議論。参加者

による情報交換やネットワーク構

築も促進。 

2024年

12月19

日 

スポーツ×健康×まちづく

りワークショップ 

千葉大学 オンライン 22人 セミナーの内容をより実践的に深

めるため、具体的な地域課題を題

材としたグループワークを実施。

参加者は、地域特性を踏まえたス

ポーツ振興策や健康まちづくり計

画の立案方法について実践的に学

ぶとともに、参加者間の交流を深

める。課題解決に向けた具体的な

アクションプランを検討。 

2024年

12月25

日 

青森自治体ワークショッ

プ（第1回） 

千葉大学 オンライン 10人 青森県の2市町の職員を対象に、

住民の歩行・運動の促進を通じた

健康増進を目的としたオンライ

ン・ワークショップ。JAGES調査

データに基づく青森県の運動・ス

ポーツに関する現状の紹介、各市

町におけるウォーキング事業の概

要と課題の共有、ビジネスモデル

キャンバスを用いた事業見直しの

手法紹介などを実施。 

2025年2

月4日 

青森自治体ワークショッ

プ（第2回） 

千葉大学 オンライン 6人 ビジネスモデルキャンバスを活用

した事業案の見直し結果および、

スポーツ庁の「運動・スポーツ習

慣化促進事業」応募に向けた検討

内容の発表、見直し案のブラッシ

ュアップと応募に向けた意見交

換。 
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６－２．社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 

（１）書籍、フリーペーパー、DVD 
・該当なし 

（２）ウェブメディアの開設・運営 
・該当なし 

（３）学会（6-4.参照）以外のシンポジウム等への招聘講演実施等 
・令和6年度Sport in Lifeコンソーシアム総会「みるスポーツで引き出すみんなのスポー

ツライフとウェルビーイング」2025年3月5日、東京ポートシティ竹芝 
・KEIO SPORTS SDGsシンポジウム2024「人・地域・社会とのつながりで育む「自然と

アクティブになれる環境」」2025年3月15日、 慶應義塾大学日吉キャンパス 
・Wellness Tokyo 2024「みるスポーツで楽しく心身ともに健康になろう！」2024年11月

27日、東京ビッグサイト 
 

６－３．論文発表 

（１）査読付き（ 5 件） 

●国内誌（ 0 件） 
●国際誌（ 5 件） 
・Kanamori et al. "Taiso practice and risk of functional disability and dementia among older 
adults in Japan: The JAGES cohort study." SSM-Population Health 28 (2024): 101731. 
https://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S2352827324001320?via%3Dihub 
・Tsuji, et al. "Changes in Municipal-Level Social Capital and Socioeconomic Inequalities in 
Sports Group Participation and Walking Time Among Older Adults." Journal of Physical Activity 
and Health 22.1 (2024): 92-99. 
https://journals.humankinetics.com/view/journals/jpah/22/1/article-p92.xml 
・Tsuji et al. "Community-level group sports participation and all-cause, cardiovascular disease, 
and cancer mortality: a 7-year longitudinal study." International Journal of Behavioral Nutrition 
and Physical Activity 21.1 (2024): 44. https://ijbnpa.biomedcentral.com/articles/10.1186/s12966-
024-01592-9 
・Iizuka et al. "Relationship between participation in projects of incentives to promote walking 
and healthy aging among the older population: A four-year longitudinal study." Preventive 
Medicine 187 (2024): 108125. 
https://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S0091743524002809?via%3Dihub 
・Kawaguchi et al. "Effects of a Mobile app to promote Social Participation on older adults: 
Randomized Controlled Trial." Journal of Medical Internet Research 26 (2024): e64196. 
https://www.jmir.org/2024/1/e64196 
 

（２）査読なし（ 2 件） 

辻大士. (2025). 「みる」「ささえる」 スポーツ活動と健康の関連. 体育の科学= 
Journal of health, physical education and recreation, 75(1), 4-8. 
河口謙二郎. (2025). 「みる」「ささえる」 スポーツがもたらす地域のソーシャル
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キャピタル醸成. 体育の科学= Journal of health, physical education and recreation, 
75(1), 39-44. 
 

６－４．口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表） 

（１）招待講演（国内会議 0 件、国際会議 0 件） 
（２）口頭発表（国内会議 6 件、国際会議 2 件） 
・河口謙二郎ら（千葉大学）「『する』『みる』『ささえる』スポーツが幸福度に与え

る影響の金銭価値評価」第66回日本老年医学会学術集会、愛知県名古屋市、2024年6
月15日 

・Momoka Watanabe et al.（Chiba University）”Life-Course Group-Based Exercise Habits and 
Physical Activity in Older Adults” The 55th Asia Pacific Academic Consortium for Public 
Health Conference, Korea, 2024年10月25日 

・金森悟ら（帝京大学）「高齢者におけるラジオ体操と要介護および認知症との関連：

JAGESコホート研究」第83回日本公衆衛生学会総会、北海道札幌市、2024年10月29日 
・辻大士ら（筑波大学）「高齢者の『みる』スポーツと健康・well-being：アウトカムワ

イド縦断分析」第83回日本公衆衛生学会総会、2024年10月30日 
・渡部桃佳ら（千葉大学）「学生時代の団体での運動習慣と高齢期の歩行時間およびス

ポーツの会参加：JAGES2016」第83回日本公衆衛生学会総会、2024年10月31日 
・河口謙二郎ら（千葉大学）「『する』『みる』『ささえる』スポーツが幸福度に与え

る影響の金銭価値評価」第83回日本公衆衛生学会総会、2024年10月29日 
・辻大士ら（筑波大学）「高齢者がグループに参加して実践する運動・スポーツ種目と

認知症:6年間のJAGES縦断研究：第35回日本疫学会学術総会、高知県高知市、2025年2
月13日 

・Momoka Watanabe et al.（Chiba University）”Sensitive and Cumulative Mechanisms of 
Group-Based Exercise in Promoting Physical Activity in Older Age” The 6th Japan-Germany 
Symposium on Advanced Preventive Medicine, Chiba, 2025年2月3日 

高齢者のラジオ体操実践は要介護認定・認知症発症を抑制するか？JAGES縦断研究  
辻大士, 金森悟第78回日本体力医学会大会 2024年9月3日 

（３）ポスター発表（国内会議 2 件、国際会議 0 件） 
・竹内由夏ら（千葉大学）「高齢者のスポーツ観戦は、スポーツの会新規参加のきっか

けとなるか？ 『みる』スポーツと、『ともに』行うスポーツとの関連」第65回日本

社会医学会総会、2024年8月24日 
・成田悠哉ら（千葉大学）「『ささえる』スポーツと健康・well-being：JAGESアウトカ

ムワイド分析」第83回日本公衆衛生学会総会、2024年10月31日 
 

６－５．新聞／TV報道・投稿、受賞等 

（１）新聞報道・投稿（ 25 件） 
・「女性は登山、男性はダンス・フレイル予防の効果を分析」佐賀新聞、2024年10月9日 
・「女性は登山 男性はダンス・フレイル予防の効果を分析」高知新聞、2024年10月11日 
・「女性は登山 男性はダンス・フレイル予防に高い効果」中國新聞、2024年10月11日 
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・「女性は登山、男性はダンス・フレイル予防効果」東奥日報、2024年10月14日 
・「女性は登山、男性はダンス・フレイル予防に高い効果」神戸新聞、2024年10月14日 
・「登山・ダンス心身衰え防ぐ・筑波大チーム効果分析」福島民友、2024年10月14日 
・「女性は登山 男性はダンス・フレイル予防効果を分析」埼玉新聞、2024年10月16日 
・「女性では登山 男性はダンス・フレイル予防効果分析」琉球新報、2024年10月16日 
・「女性は登山 男性はダンス・フレイル予防効果を分析」日本海新聞、2024年10月17日 
・「女性は登山、男性はダンス・衰え防ぐ効果分析」千葉日報、2024年10月21日 
・「フレイル予防効果・女性が登山 男性がダンス・筑波大助教ら分析」下野新聞、2024
年10月21日 
・「女性は登山 男性はダンス・加齢に伴うフレイル予防効果大・筑波大助教ら7.1万人追

跡」愛媛新聞、2024年10月29日 
・「女性は登山、男性はダンス・フレイル予防」山陰中央新報、2024年11月4日 
・「フレイル予防 効果高いのは・筑波大助教ら発表・女性は登山、男性はダンス」新潟

日報、2024年11月4日 
・「フレイル予防・女性は「登山」、男性「ダンス」が効果・筑波大助教ら分析」南日

本新聞、2024年11月5日 
・「フレイル予防に「効果」・女性は登山 男性はダンス・筑波大チーム屋外種目多く」

北國新聞、2024年11月7日 
・「女性「登山」が効果 男性では「ダンス」・高齢者のフレイル予防分析」岩手日報、

2024年11月13日 
・「女性は登山、男性はダンス・フレイル予防効果」京都新聞、2024年11月19日 
・「女性は登山 男性はダンスが◎・フレイル予防効果 筑波大助教ら分析」信濃毎日新

聞、2024年11月21日 
・日本の「ラジオ体操」についての取材記事The New York Times、2025年1月21日 
・「ラジオ体操で高齢者の認知症リスク低下の可能性―帝京大」医療総合サイトQLife
（キューライフ）、2025年1月31日 
・「ラジオ体操により要介護や認知症のリスクが低下 高齢化社会の健康施策に体操を

活用」保険指導リソースガイド、2025年2月4日 
・「ラジオ体操などにより要介護や認知症のリスクが低下 体操は取り組みやすく続け

やすい」糖尿病ネットワークWEB、2025年02月10日 
・「ラジオ体操で『アンチエイジング』。加えて『認知症』も抑制？日本人研究者が明

らかに。」YAHOO!ニュース、2025年2月15日 
・「ラジオ体操に認知症予防効果 リスク2割低減 苫前など全国調査」北海道新聞デジ

タル、2025年2月17日 
（２）受賞（ 0 件） 
（３）その他（ 0 件） 

 

６－６．知財出願 

（１）国内出願（ 0 件） 
・該当なし 
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（２）海外出願（ 0 件） 
・該当なし 
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